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１ 国民健康保険について
国民健康保険制度は、病気やけがをした時などに安心して医療を受けられるよう、加入者が国民健康保険税

（以下「国保税」という｡）を出しあって、医療費を支えあう社会保障制度です。
財政運営の責任主体である都道府県とそれぞれの市区町村が一体となって運営することにより、制度の安定

化をめざしています。
併せて、保険税率等については、都道府県から提示される「標準保険料率」等を参考にして、市区町村が税

率や均等割額を決定し、賦課・徴収を行います。

１

２ 令和８年度の改正点
� 子ども・子育て支援金分の創設１

令和8年度からすべての医療保険において、新たに子育て支援のための財源として「子ども・子育て支援
金」の賦課・徴収が開始されます。
国民健康保険では、従来の医療保険分・後期高齢者支援金分・介護保険分に加え、子ども・子育て支援金

分が合算されます（具体的な計算方法はＰ２、制度概要へのリンクやお問合せ先はＰ７をご覧ください)。
◆均等割額：次の①と②の合算額です。
①均等割額：1,900円
②18歳以上均等割額：100円
ただし、18歳未満被保険者（当該年度において18歳に達する日以後の最初の３月31日以前の方（高校
生年代までの方））は、子ども・子育て支援金分の均等割額が全額軽減されます（①及び②はかかりま
せん)。

◆所得割額：国保税の課税標準額×0.30％
◆課税限度額：３万円

� 均等割額・所得割税率・課税限度額の改定２
調布市の国民健康保険事業は、加入者一人当たりの医療費が増加傾向で推移し、慢性的な財源不足が生じ

ています。
令和8年度は、前回改定を行った令和5年度から3年が経過することから、調布市国民健康保険運営協議会

の答申を踏まえ、5％規模の税率（税額）改定及び課税限度額の改定を実施し、財政の健全化を進めます。

医療保険分
後期高齢者支援金分
介護保険分

均等割額 所得割税率
Ｒ７年度

� 低所得世帯の均等割軽減のための判定所得の引上げ３
均等割額の軽減対象世帯の拡充を図るため、軽減判定所得の算定基礎となる被保険者1人当たりの基準額

を引上げます。

課税限度額
Ｒ８年度

改定内容

29,000円
10,300円
12,000円

30,500円
10,900円
12,600円

Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度
5.52％
1.98％
1.75％

5.80％
2.08％
1.84％

66万円
26万円
17万円

65万円
24万円
17万円

※介護保険分の課税限度額は前年度から変更ありません。

５割軽減
令和７年度
令和８年度

43万円＋(30万５千円×被保険者数）＋10万円×(給与所得者等の数－1)
43万円＋(31万円 ×被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1)

２割軽減
令和７年度
令和８年度

43万円＋(56万円×被保険者数）＋10万円×(給与所得者等の数－1)
43万円＋(57万円×被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1)

◆ お問い合わせ先
◇ 国保税の課税の内容・保険の切替

保険年金課 資格課税係 ℡ 050－1720－3706
（電話自動音声案内。24時間受付）

◇ 納付相談・口座振替
納税課 ℡ 042－481－7214～7220

◆ 調布市ホームページ
https://www.city.chofu.lg.jp/
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３ 令和８年度国保税の算出方法について
国保税の年税額は、医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分、子ども・子育て支援金分の合計額です。
均等割額は加入者ごとにかかり、所得割額は加入者の国保税の課税標準額（※１）の合計に税率を乗じて算出
します。
令和８年１月２日以降に調布市に転入された方は、前年中の所得を調布市では把握できないため、いったん

均等割額のみを課税し、前住所地への所得照会後、所得の内容に応じて課税額を変更します。なお、算定日ま
でに照会が済んでいる方は当初から所得割額を含んだ課税額で送付しています。
このほか所得の申告が遅れてしまったことなどにより、算定日までに所得のデータが把握できなかった方は、
いったん均等割額のみを課税し、後日、所得の内容に応じて課税額を変更します。
※１ 国保税の課税標準額とは、加入者の前年の所得金額から基礎控除（43万円※合計所得が2,400万円
を超える場合は、所得区分により減少）を差し引いた金額です（扶養控除・社会保険料控除・医療費控
除等の所得控除の適用はありません)。

� 令和８年度税額表１
国保税の年税額は次の医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分、子ども・子育て支援金分（①＋②

＋③＋④）の合計です。

◆医療保険分（医療費に要する費用に使用）

国保加入者×30,500円
均等割額

国保税の課税標準額×5.80％
所得割額

（課税限度額 66万円）
年額①＋ ＝

◆後期高齢者支援金分（後期高齢者医療制度の支援に要する費用に使用）

国保加入者×10,900円
均等割額

国保税の課税標準額×2.08％
所得割額

（課税限度額 26万円）
年額②＋ ＝

◆介護保険分（40歳から64歳までの介護保険第２号被保険者の方、介護保険の給付に要する費用に使用）

国保加入者のうち､第2号被保険者数×12,600円
均等割額

国保加入者のうち､第2号被保険者の国保税の課税標準額×1.84％
所得割額

（課税限度額 17万円）
年額③＋ ＝

２ ７

� 国保税算出例２
令和８年４月から令和９年３月までの12か月分の計算例です。
年度中に加入・脱退があった場合は、月割での計算となります。
○３人世帯の場合
Aさん 世帯主 43歳 給与所得460万円（給与収入630万円）－基礎控除43万円＝国保税の課税標準額417万円
Bさん 妻 42歳 不動産所得50万円－基礎控除43万円＝国保税の課税標準額7万円
Cさん 子 20歳 所得なし
Dさん 子 15歳 所得なし

○国保税の課税標準額 424万円＝417万円＋7万円

◆医療保険分（医療費に要する費用に使用）

4人×30,500円＝122,000円
均等割額

424万円×0.058＝245,920円
所得割額

367,900円
年額①＋ ＝

◆後期高齢者支援金分（後期高齢者医療制度の支援に要する費用に使用）

4人×10,900円＝43,600円
均等割額

424万円×0.0208＝88,192円
所得割額

131,700円
年額②＋ ＝

◆介護保険分（40歳から64歳までの介護保険第２号被保険者の方、介護保険の給付に要する費用に使用）

2人×12,600円＝25,200円
均等割額

424万円×0.0184＝78,016円
所得割額

103,200円
年額③＋ ＝

それぞれの区分で、均等割額と所得割額を足した後
で100円未満の端数を切り捨てます。 621,500円

合計（①＋②＋③＋④）
令和８年度の国保税額

◆子ども・子育て支援金分（子ども・子育て支援金制度の納付金対象費用に使用）

国保加入者数×1,900円
（18歳未満被保険者は全額軽減）

＋
18歳以上の国保加入者数×100円

均等割額

国保税の課税標準額×0.30％

所得割額

（課税限度額 3万円）

年額④

＋ ＝

◆子ども・子育て支援金分（子ども・子育て支援金制度の納付金対象費用に使用）

3人×1,900円＝5,700円
3人×100円＝300円

均等割額

424万円×0.003＝12,720円

所得割額

18,700円

年額④
＋ ＝

◎ 特定健診のお知らせ

生活習慣病の予防には、メタボの予防・早期発見が大切です。
年に一度、特定健診を受診して自身の健康管理をしましょう。
� 対象者１

調布市国保に加入中で令和８年度に40～74歳になる方
対象者には、受診券等を郵送します。

ア 令和８年４月２日以降に国保に加入された方には受診券が送付されません。受診を希望する方は、受
診券をお送りしますので、�の受診期間内に保険年金課 特定健診担当（℡ 050－1720－3706）ま２
でご連絡ください。
イ 令和８年度中に75歳以上になる方には、後期高齢者医療係から後期高齢者健診の受診券を郵送いた
します。受診券は、がん検診等（胃がん・大腸がん・結核検診）受診券の左下に印字してお送りします｡
(オレンジ色の文字の細長い封筒が届きます｡)

� 受診期間２
受診期間は誕生月によって異なります。期間内に受診してください。

誕生月
４・５・６月生
７・８・９月生
10・11・12月生
１・２・３月生

受診期間
５～８月
７～10月
９～12月
11～２月

あなたに１つ。 お薬手帳｡
・お薬の飲み合わせによるリスクや重複投薬を防ぎます。
・医療費の削減につながります。
・災害時や急病時に服用歴を伝えることができます。

◆お薬手帳は一冊にまとめ、病院・薬局で必ず見せましょう。
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� 未就学児の均等割額の軽減２
国保に加入している未就学児分の均等割額を半額とする軽減措置です。�の均等割額の軽減がある世帯は、１
軽減後の均等割額が半額となります。

５ 国保税の軽減・減免

６ ３

� 均等割額の軽減１
世帯主や国保加入者等の所得の合計金額が軽減判定所得を下回っている場合、下記の割合で均等割額が軽

減されます（ただし、分離譲渡所得は、特別控除前）。市で判定するため、本制度を受けるための申請は不要
です。

軽減割合

注１ 一定の給与所得者(給与収入55万円超を有する方)、公的年金等に係る所得(公的年金等の収入60万円
超(65歳未満)または125万円超(65歳以上))を有する方、またはその両方を有する方。

注２ 同じ世帯の中で国保の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した方を含む。
注３ 65歳以上の方の公的年金に係る所得については15万円控除後に判定。

７割軽減世帯
５割軽減世帯
２割軽減世帯

軽減判定所得
43万円＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)
43万円＋(31万円×被保険者数(注２))＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)
43万円＋(57万円×被保険者数(注２))＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)

軽減区分

７割軽減
５割軽減
２割軽減

均等割額（未就学児軽減後）

1,635円

均等割額（通常）

軽減なし

7,625円
12,200円
15,250円

※１ 上記の均等割額は端数処理前の額です。
※２ 限度額に到達している世帯は、算定上減額にならない場合があります。

� 出産被保険者の国保税の軽減３
国保加入者が出産された場合、産前産後期間（下図参照）にかかる所得割額と均等割額が免除されます。

【免除対象となる産前産後期間】

単胎妊娠（出産）の方

多胎妊娠（出産）の方

３カ月前 ２カ月前 １カ月前 １カ月後 ２カ月後

出産（予定）月

出産（予定）月

※限度額に到達している世帯は、算定上減額にならない場合があります。

４ 国保税の課税対象となる所得
国保税の算定に用いる所得は「旧ただし書き所得」です。旧ただし書き所得とは次に挙げる所得の合計額から

市・都民税の基礎控除額を引いたあとの額です。
� 総所得金額（純損失の繰越控除後の次の所得の合計額）１
事業所得、不動産所得、利子所得、配当所得、給与所得、雑所得、一時所得及び総合短期・長期譲渡所得

� 分離課税の土地建物等に係る短期・長期譲渡所得（特別控除後）２
� 分離課税として申告した一般株式等に係る譲渡所得等及び上場株式等に係る譲渡所得等３
� 分離課税として申告した上場株式等に係る配当所得等４
� 分離課税の先物取引に係る雑所得等及び山林所得５

医療保険分 後期高齢者支援金分
4,575円

2,725円
4,360円
5,450円

医療保険分 後期高齢者支援金分
9,150円
15,250円
24,400円
30,500円

3,270円
5,450円
8,720円
10,900円

� 非自発的失業に係る軽減措置（申請が必要です）４
解雇等を理由に離職した方は、申請により国保税が軽減になる場合があります。国保に加入中の方も次の

要件に該当すると軽減対象となります。
ア 軽減対象者

「雇用保険受給資格者証」の「離職理由コード」が次のコードのいずれかに該当の方（｢特例受給資格
者証（短期雇用の方)｣・｢高年齢受給資格者証（離職日現在で65歳以上の方)」を除く）
【 11、12、21、22、23、31、32、33、34 】
イ 軽減時の計算方法

軽減対象者の前年の給与所得のみを100分の30とみなして国保税額を計算します。

１４ よくあるご質問・ご相談

Ｑ１ 昨年度より国保税が高いです。

Ａ１ 令和８年度から創設された「子ども・子育て支援金分」や、令和８年度の均等割額・所得割率の改定の
影響などにより、前年度と所得が同等程度であっても、年税額が増加していることが考えられます（Ｐ１
「２ 令和８年度の改正点」をご参照ください）。
そのほか、世帯に加入者が増えた、令和７年度に比べて令和８年度の所得が増えた、旧被扶養者の均等

割軽減の対象期間が終了した、世帯に所得の申告をしていない方がいる（未申告）ため均等割額の軽減が
受けられていない、等の理由が考えられます。

Ｑ２ 現在収入がないので納付が困難です。

Ａ２ 所得がない方にも「均等割額」という基本料金部分をご負担いただきます。また、前年の所得をもとに
税額を決定しているため、現在収入がない方もお支払が必要となります。お支払が難しい場合は分割納付
等の相談も承りますので、まずは納税課までご相談ください。

Ｑ３ 個人ごとの国保税額を教えてください。

Ａ３ 内訳を納税通知書に記載しています。納税通知書の「国民健康保険税個人明細書」の「所得割」と「均
等割」欄に記載の医療分、支援金分、介護分、子ども分をそれぞれ合計することで、加入者ごとの税額を
算出できます（ただし、限度超過額・減免等がある世帯などでは合計額が一致しない場合があります）。
詳細は保険年金課までお尋ねください。

Ｑ５ 既に別の健康保険に加入しています。国保税を支払う必要がありますか？
Ａ５ 今回送付している令和８年度国保税は、令和８年４月以降の国保税についての通知です。そのため通知

が届いた時点で国保を脱退していても、その前に加入していた月数があると課税の対象となります。例え
ば４月の時点で国保へ加入していた方が、５月以降に別の健康保険の資格を取得した場合、加入月である
４月分の国保税を払う必要があります。
なお、国保脱退の手続をしていない方は、早急に行ってください。

Ｑ６ 転入してきたら国保税が以前より高く（安く）なりました。自治体によって税率が異なりますか？

Ａ６ 国保税は自治体によって税率等が異なります。また、納付回数も自治体によって異なり、回数が少ない
（多い）ことで、１期あたりの税額（支払額）が高い（安い）と感じられることがあります。

Ｑ７ 家族が国保に加入していますが、加入していない私（世帯主）宛てに通知が届きました。

Ａ７ 国保税の納税義務者は加入者ではなく、住民票の世帯主となります。世帯主が勤め先で社会保険等に加
入されていても、世帯員が国保に加入している場合、納税義務者は世帯主になります（擬制世帯主）。

Ｑ８ 加入手続きをしたら、自分以外の口座が登録されている。

Ａ８ 過去に口座登録をしていた場合、登録変更・取消の届出がない限りは、その口座登録情報が引き継がれ
ます。その口座名義人が同世帯にいなくなっても、その口座から引き落としになります。変更や取消を希
望される場合は、納税課へご連絡ください。

Ｑ９ 過去に口座振替の登録をしたが、口座振替が引き継がれていない。

Ａ９ 世帯分離や合併等で世帯主変更をされた場合、以前登録していた口座情報を引き継ぐことができません。
新たに口座振替の申請をしていただく必要があります。（世帯合併先に既に口座振替の登録がある場合は、
その口座から引き落としになります｡）

Ｑ４ 子ども・子育て支援金分の「18歳以上均等割額」とはなんですか？

Ａ４ 子ども・子育て支援金分は、18歳未満被保険者の均等割額が全額軽減されます。この軽減相当額につ
いて、18歳以上の調布市国保加入者の全ての方に「18歳以上均等割額」として拠出いただくものです。
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６ 介護保険について

� 介護保険の被保険者１
40歳以上65歳未満の国保加入者の方については、介護保険料を国保税の介護保険分として賦課徴収しま

す。
� 40歳と65歳になる年度２

介護保険分は、月割で計算します。40歳に到達した日の属する月から賦課され、40歳に到達した月以降
に税額の変更通知書を郵送します。また、65歳に到達する方は65歳に到達する月以降の分を除いて、賦課
しています。

� 国保税の介護保険分適用除外者３
介護保険適用除外施設の入所者は、施設内で介護保険と同等のサービスを受給できるため、介護保険の被

保険者となりません。そのため、入所期間中は、国保税のうち介護保険分の納付が不要となります。施設を
入所または退所された場合は、保険年金課へ届出ください。

７ 国保税の納め方

国保税の納め方は次の３通りがあります。
� 普通徴収（口座振替または納付書払い）１

原則、口座振替による納付をお願いしています。口座振替の方は引き続き口座振替での納付をお願いしま
す。普通徴収の場合は、１年分（４月から翌３月まで）の税額を、原則８回（７月から翌２月まで）の納期
に分けて納めていただきますので、支払月と国保税の課税対象月は一致しません。

� 公的年金からの特別徴収２
世帯主が受給されている公的年金の１つから、年金の支払月に天引きされる納付です。

� 併用徴収３
令和８年度から新たに特別徴収になる方は、９月までは普通徴収で10月から特別徴収（世帯主の年金か

らの天引き）での納付となります。

８ 普通徴収の納付方法

普通徴収の国保税については、口座振替をはじめ、市役所・金融機関などでの窓口納付やコンビニエンスス
トアの納付のほか、ペイジー、地方税統一QRコード(※１)を利用したアプリやクレジットカード決済(※２)
での納付など様々な方法での納付が可能です。詳しい納付方法は市のホームページや納税通知書をご覧くださ
い。
※１ QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※２ クレジットカードの決済手数料（本人負担）がかかります。

１０ 令和８年度中に75歳になる方へ
令和８年度中に75歳に到達し後期高齢者医療制度へ移行される方は、誕生月の前月までは国保税、誕生月

からは後期高齢者医療保険料をお支払いいただきます。後期高齢者医療保険料は、別途通知いたします。
なお、令和８年度中に世帯主が75歳になる場合は、特別徴収（年金からの天引き）が停止し普通徴収（口

座振替または納付書払い）となります。

� 特別徴収から普通徴収（口座振替）への変更（申請が必要です）２
｢特別徴収変更申出書」の提出と口座振替の登録手続により、所定の要件を満たせば、特別徴収から口座

振替に変更できます。一度申請をしていただくと翌年度以降も引き続き口座振替となります。
なお、令和８年度に新たに年金天引きとなる方には、｢特別徴収変更申出書」を同封しています。

� 国保税の還付３
４月以降に社会保険加入等により年金天引きの税額が減額になった方は、税額変更が年金支払者への特別

徴収依頼時までに間に合わない場合、いったん変更前の税額で天引きされます。後日、多く特別徴収した分
は、還付いたします。

１１ 年度途中での国保の加入・脱退
� 年度途中での加入または脱退の手続は、その事由が発生した日から14日以内にオンライン・郵送・窓口１
のいずれかで行ってください。

� 国保税額は、国保に１年間加入した場合の税額を算出後、加入していない月数分を減じて算出します。月２
の途中の加入は加入月分を含みます。月の途中の脱退は脱退月分を含みません。
(例）ア 国保の加入日が７月12日の場合は、７月分からが賦課の対象

イ 国保の脱退日が１月10日の場合は、12月分までが賦課の対象
� 勤務先等の健康保険の加入と脱退が同月内で行われ、その後に国保に加入した場合は、国保と健康保険の３
両方でその月分の賦課が生じます。

１２ 国保の脱退（やめる）手続
別の健康保険に加入した場合は、国保をやめる手続が必要です。手続は、オンライン、郵送、窓口で受け付

けます。
� オンラインでの手続１

国が運営する電子申請サービス（ぴったりサービス）でマイナンバーカードを使った手続ができます。詳
細は下記サイトでご確認いただけます。

※ 手続にはマイナンバーカードのほか、マイナポータルアプリがインストールされたスマートフォン（対応
機種）またはパソコン（ICカードリーダライタ含む）が必要となります。

� 郵送による手続２
「国民健康保険異動届（市ホームページからダウンロードできます）」に必要事項を記入し、「新しい健康

保険の加入日が分かるもの（資格情報のお知らせ、資格確認書等）の写し」とともに保険年金課へお送りく
ださい。

� 保険年金課窓口での手続３
「新しい健康保険の加入日がわかるもの（資格情報のお知らせ、資格確認書等）」・「本人確認書類（マイナ
ンバーカード・運転免許証・パスポート等）」の２点をお持ちください。

ウ 軽減対象の適用期間
離職した日（雇用保険受給資格者証記載の離職日）の翌日の属する月からその月の属する年度の翌年度

末までの間が適用期間となります。

� 後期高齢者医療制度への移行に伴う減免措置（申請が必要です）５
社会保険から後期高齢者医療制度へ移行する方の被扶養者で、新たに国保加入者となる65～74歳の人に

ついては、申請により国保税の減免措置を受けられる場合があります。詳しくは、納税通知書をご覧くださ
い。

均等割額 ５割減免（加入から２年を経過する月まで）
全額免除（当面の間）

� 生活保護を受給される方・火災などの災害に遭った方や病気で収入が著しく減った方など（申請が必要で６
す）
申請により減免を受けられる場合があります（納付期限が過ぎた分については対象外）。

所得割額

９ 65歳以上の方の特別徴収（年金天引き）について

� 対象となるのは、次のア～ウの全てに当てはまる方です。１
ア 世帯主が国保加入者で、世帯内の国保加入者全員の年齢が65歳から74歳までの世帯（世帯主が75歳に
なる年度は非該当）

イ 世帯主の介護保険料が年金天引きされている。
ウ 年額18万円以上の年金を受給しており、世帯主の介護保険料と国保税を合わせた額が年金受給額 の２※

分の１以下の場合
※特別徴収の徴収対象となる一種類の年金の額

１３ 納税通知書の見方
地方公共団体システム標準化（国が定める標準仕様に準拠したシステムへの移行）により、令和８年度の納

税通知書は新しい様式となっています。新しい納税通知書の見方は、調布市公式ホームページに掲載していま
す。以下の二次元コードからアクセスできます。

（「国民健康保険税の納税通知書」のページへリンク）

（オンラインでの「国民健康保険脱退届」へのスマホサイトリンク先）
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６ 介護保険について

� 介護保険の被保険者１
40歳以上65歳未満の国保加入者の方については、介護保険料を国保税の介護保険分として賦課徴収しま

す。
� 40歳と65歳になる年度２

介護保険分は、月割で計算します。40歳に到達した日の属する月から賦課され、40歳に到達した月以降
に税額の変更通知書を郵送します。また、65歳に到達する方は65歳に到達する月以降の分を除いて、賦課
しています。

� 国保税の介護保険分適用除外者３
介護保険適用除外施設の入所者は、施設内で介護保険と同等のサービスを受給できるため、介護保険の被

保険者となりません。そのため、入所期間中は、国保税のうち介護保険分の納付が不要となります。施設を
入所または退所された場合は、保険年金課へ届出ください。

７ 国保税の納め方

国保税の納め方は次の３通りがあります。
� 普通徴収（口座振替または納付書払い）１

原則、口座振替による納付をお願いしています。口座振替の方は引き続き口座振替での納付をお願いしま
す。普通徴収の場合は、１年分（４月から翌３月まで）の税額を、原則８回（７月から翌２月まで）の納期
に分けて納めていただきますので、支払月と国保税の課税対象月は一致しません。

� 公的年金からの特別徴収２
世帯主が受給されている公的年金の１つから、年金の支払月に天引きされる納付です。

� 併用徴収３
令和８年度から新たに特別徴収になる方は、９月までは普通徴収で10月から特別徴収（世帯主の年金か

らの天引き）での納付となります。

８ 普通徴収の納付方法

普通徴収の国保税については、口座振替をはじめ、市役所・金融機関などでの窓口納付やコンビニエンスス
トアの納付のほか、ペイジー、地方税統一QRコード(※１)を利用したアプリやクレジットカード決済(※２)
での納付など様々な方法での納付が可能です。詳しい納付方法は市のホームページや納税通知書をご覧くださ
い。
※１ QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※２ クレジットカードの決済手数料（本人負担）がかかります。

１０ 令和８年度中に75歳になる方へ
令和８年度中に75歳に到達し後期高齢者医療制度へ移行される方は、誕生月の前月までは国保税、誕生月

からは後期高齢者医療保険料をお支払いいただきます。後期高齢者医療保険料は、別途通知いたします。
なお、令和８年度中に世帯主が75歳になる場合は、特別徴収（年金からの天引き）が停止し普通徴収（口

座振替または納付書払い）となります。

� 特別徴収から普通徴収（口座振替）への変更（申請が必要です）２
｢特別徴収変更申出書」の提出と口座振替の登録手続により、所定の要件を満たせば、特別徴収から口座

振替に変更できます。一度申請をしていただくと翌年度以降も引き続き口座振替となります。
なお、令和８年度に新たに年金天引きとなる方には、｢特別徴収変更申出書」を同封しています。

� 国保税の還付３
４月以降に社会保険加入等により年金天引きの税額が減額になった方は、税額変更が年金支払者への特別

徴収依頼時までに間に合わない場合、いったん変更前の税額で天引きされます。後日、多く特別徴収した分
は、還付いたします。

１１ 年度途中での国保の加入・脱退
� 年度途中での加入または脱退の手続は、その事由が発生した日から14日以内にオンライン・郵送・窓口１
のいずれかで行ってください。

� 国保税額は、国保に１年間加入した場合の税額を算出後、加入していない月数分を減じて算出します。月２
の途中の加入は加入月分を含みます。月の途中の脱退は脱退月分を含みません。
(例）ア 国保の加入日が７月12日の場合は、７月分からが賦課の対象

イ 国保の脱退日が１月10日の場合は、12月分までが賦課の対象
� 勤務先等の健康保険の加入と脱退が同月内で行われ、その後に国保に加入した場合は、国保と健康保険の３
両方でその月分の賦課が生じます。

１２ 国保の脱退（やめる）手続
別の健康保険に加入した場合は、国保をやめる手続が必要です。手続は、オンライン、郵送、窓口で受け付

けます。
� オンラインでの手続１

国が運営する電子申請サービス（ぴったりサービス）でマイナンバーカードを使った手続ができます。詳
細は下記サイトでご確認いただけます。

※ 手続にはマイナンバーカードのほか、マイナポータルアプリがインストールされたスマートフォン（対応
機種）またはパソコン（ICカードリーダライタ含む）が必要となります。

� 郵送による手続２
「国民健康保険異動届（市ホームページからダウンロードできます）」に必要事項を記入し、「新しい健康

保険の加入日が分かるもの（資格情報のお知らせ、資格確認書等）の写し」とともに保険年金課へお送りく
ださい。

� 保険年金課窓口での手続３
「新しい健康保険の加入日がわかるもの（資格情報のお知らせ、資格確認書等）」・「本人確認書類（マイナ
ンバーカード・運転免許証・パスポート等）」の２点をお持ちください。

ウ 軽減対象の適用期間
離職した日（雇用保険受給資格者証記載の離職日）の翌日の属する月からその月の属する年度の翌年度

末までの間が適用期間となります。

� 後期高齢者医療制度への移行に伴う減免措置（申請が必要です）５
社会保険から後期高齢者医療制度へ移行する方の被扶養者で、新たに国保加入者となる65～74歳の人に

ついては、申請により国保税の減免措置を受けられる場合があります。詳しくは、納税通知書をご覧くださ
い。

均等割額 ５割減免（加入から２年を経過する月まで）
全額免除（当面の間）

� 生活保護を受給される方・火災などの災害に遭った方や病気で収入が著しく減った方など（申請が必要で６
す）
申請により減免を受けられる場合があります（納付期限が過ぎた分については対象外）。

所得割額

９ 65歳以上の方の特別徴収（年金天引き）について

� 対象となるのは、次のア～ウの全てに当てはまる方です。１
ア 世帯主が国保加入者で、世帯内の国保加入者全員の年齢が65歳から74歳までの世帯（世帯主が75歳に
なる年度は非該当）

イ 世帯主の介護保険料が年金天引きされている。
ウ 年額18万円以上の年金を受給しており、世帯主の介護保険料と国保税を合わせた額が年金受給額 の２※

分の１以下の場合
※特別徴収の徴収対象となる一種類の年金の額

１３ 納税通知書の見方
地方公共団体システム標準化（国が定める標準仕様に準拠したシステムへの移行）により、令和８年度の納

税通知書は新しい様式となっています。新しい納税通知書の見方は、調布市公式ホームページに掲載していま
す。以下の二次元コードからアクセスできます。

（「国民健康保険税の納税通知書」のページへリンク）

（オンラインでの「国民健康保険脱退届」へのスマホサイトリンク先）
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� 未就学児の均等割額の軽減２
国保に加入している未就学児分の均等割額を半額とする軽減措置です。�の均等割額の軽減がある世帯は、１
軽減後の均等割額が半額となります。

５ 国保税の軽減・減免

６ ３

� 均等割額の軽減１
世帯主や国保加入者等の所得の合計金額が軽減判定所得を下回っている場合、下記の割合で均等割額が軽

減されます（ただし、分離譲渡所得は、特別控除前）。市で判定するため、本制度を受けるための申請は不要
です。

軽減割合

注１ 一定の給与所得者(給与収入55万円超を有する方)、公的年金等に係る所得(公的年金等の収入60万円
超(65歳未満)または125万円超(65歳以上))を有する方、またはその両方を有する方。

注２ 同じ世帯の中で国保の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した方を含む。
注３ 65歳以上の方の公的年金に係る所得については15万円控除後に判定。

７割軽減世帯
５割軽減世帯
２割軽減世帯

軽減判定所得
43万円＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)
43万円＋(31万円×被保険者数(注２))＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)
43万円＋(57万円×被保険者数(注２))＋10万円×(給与所得者等(注１)の数－１)

軽減区分

７割軽減
５割軽減
２割軽減

均等割額（未就学児軽減後）

1,635円

均等割額（通常）

軽減なし

7,625円
12,200円
15,250円

※１ 上記の均等割額は端数処理前の額です。
※２ 限度額に到達している世帯は、算定上減額にならない場合があります。

� 出産被保険者の国保税の軽減３
国保加入者が出産された場合、産前産後期間（下図参照）にかかる所得割額と均等割額が免除されます。

【免除対象となる産前産後期間】

単胎妊娠（出産）の方

多胎妊娠（出産）の方

３カ月前 ２カ月前 １カ月前 １カ月後 ２カ月後

出産（予定）月

出産（予定）月

※限度額に到達している世帯は、算定上減額にならない場合があります。

４ 国保税の課税対象となる所得
国保税の算定に用いる所得は「旧ただし書き所得」です。旧ただし書き所得とは次に挙げる所得の合計額から

市・都民税の基礎控除額を引いたあとの額です。
� 総所得金額（純損失の繰越控除後の次の所得の合計額）１
事業所得、不動産所得、利子所得、配当所得、給与所得、雑所得、一時所得及び総合短期・長期譲渡所得

� 分離課税の土地建物等に係る短期・長期譲渡所得（特別控除後）２
� 分離課税として申告した一般株式等に係る譲渡所得等及び上場株式等に係る譲渡所得等３
� 分離課税として申告した上場株式等に係る配当所得等４
� 分離課税の先物取引に係る雑所得等及び山林所得５

医療保険分 後期高齢者支援金分
4,575円

2,725円
4,360円
5,450円

医療保険分 後期高齢者支援金分
9,150円
15,250円
24,400円
30,500円

3,270円
5,450円
8,720円
10,900円

� 非自発的失業に係る軽減措置（申請が必要です）４
解雇等を理由に離職した方は、申請により国保税が軽減になる場合があります。国保に加入中の方も次の

要件に該当すると軽減対象となります。
ア 軽減対象者

「雇用保険受給資格者証」の「離職理由コード」が次のコードのいずれかに該当の方（｢特例受給資格
者証（短期雇用の方)｣・｢高年齢受給資格者証（離職日現在で65歳以上の方)」を除く）
【 11、12、21、22、23、31、32、33、34 】
イ 軽減時の計算方法

軽減対象者の前年の給与所得のみを100分の30とみなして国保税額を計算します。

１４ よくあるご質問・ご相談

Ｑ１ 昨年度より国保税が高いです。

Ａ１ 令和８年度から創設された「子ども・子育て支援金分」や、令和８年度の均等割額・所得割率の改定の
影響などにより、前年度と所得が同等程度であっても、年税額が増加していることが考えられます（Ｐ１
「２ 令和８年度の改正点」をご参照ください）。
そのほか、世帯に加入者が増えた、令和７年度に比べて令和８年度の所得が増えた、旧被扶養者の均等

割軽減の対象期間が終了した、世帯に所得の申告をしていない方がいる（未申告）ため均等割額の軽減が
受けられていない、等の理由が考えられます。

Ｑ２ 現在収入がないので納付が困難です。

Ａ２ 所得がない方にも「均等割額」という基本料金部分をご負担いただきます。また、前年の所得をもとに
税額を決定しているため、現在収入がない方もお支払が必要となります。お支払が難しい場合は分割納付
等の相談も承りますので、まずは納税課までご相談ください。

Ｑ３ 個人ごとの国保税額を教えてください。

Ａ３ 内訳を納税通知書に記載しています。納税通知書の「国民健康保険税個人明細書」の「所得割」と「均
等割」欄に記載の医療分、支援金分、介護分、子ども分をそれぞれ合計することで、加入者ごとの税額を
算出できます（ただし、限度超過額・減免等がある世帯などでは合計額が一致しない場合があります）。
詳細は保険年金課までお尋ねください。

Ｑ５ 既に別の健康保険に加入しています。国保税を支払う必要がありますか？
Ａ５ 今回送付している令和８年度国保税は、令和８年４月以降の国保税についての通知です。そのため通知

が届いた時点で国保を脱退していても、その前に加入していた月数があると課税の対象となります。例え
ば４月の時点で国保へ加入していた方が、５月以降に別の健康保険の資格を取得した場合、加入月である
４月分の国保税を払う必要があります。
なお、国保脱退の手続をしていない方は、早急に行ってください。

Ｑ６ 転入してきたら国保税が以前より高く（安く）なりました。自治体によって税率が異なりますか？

Ａ６ 国保税は自治体によって税率等が異なります。また、納付回数も自治体によって異なり、回数が少ない
（多い）ことで、１期あたりの税額（支払額）が高い（安い）と感じられることがあります。

Ｑ７ 家族が国保に加入していますが、加入していない私（世帯主）宛てに通知が届きました。

Ａ７ 国保税の納税義務者は加入者ではなく、住民票の世帯主となります。世帯主が勤め先で社会保険等に加
入されていても、世帯員が国保に加入している場合、納税義務者は世帯主になります（擬制世帯主）。

Ｑ８ 加入手続きをしたら、自分以外の口座が登録されている。

Ａ８ 過去に口座登録をしていた場合、登録変更・取消の届出がない限りは、その口座登録情報が引き継がれ
ます。その口座名義人が同世帯にいなくなっても、その口座から引き落としになります。変更や取消を希
望される場合は、納税課へご連絡ください。

Ｑ９ 過去に口座振替の登録をしたが、口座振替が引き継がれていない。

Ａ９ 世帯分離や合併等で世帯主変更をされた場合、以前登録していた口座情報を引き継ぐことができません。
新たに口座振替の申請をしていただく必要があります。（世帯合併先に既に口座振替の登録がある場合は、
その口座から引き落としになります｡）

Ｑ４ 子ども・子育て支援金分の「18歳以上均等割額」とはなんですか？

Ａ４ 子ども・子育て支援金分は、18歳未満被保険者の均等割額が全額軽減されます。この軽減相当額につ
いて、18歳以上の調布市国保加入者の全ての方に「18歳以上均等割額」として拠出いただくものです。
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３ 令和８年度国保税の算出方法について
国保税の年税額は、医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分、子ども・子育て支援金分の合計額です。
均等割額は加入者ごとにかかり、所得割額は加入者の国保税の課税標準額（※１）の合計に税率を乗じて算出
します。
令和８年１月２日以降に調布市に転入された方は、前年中の所得を調布市では把握できないため、いったん

均等割額のみを課税し、前住所地への所得照会後、所得の内容に応じて課税額を変更します。なお、算定日ま
でに照会が済んでいる方は当初から所得割額を含んだ課税額で送付しています。
このほか所得の申告が遅れてしまったことなどにより、算定日までに所得のデータが把握できなかった方は、
いったん均等割額のみを課税し、後日、所得の内容に応じて課税額を変更します。
※１ 国保税の課税標準額とは、加入者の前年の所得金額から基礎控除（43万円※合計所得が2,400万円
を超える場合は、所得区分により減少）を差し引いた金額です（扶養控除・社会保険料控除・医療費控
除等の所得控除の適用はありません)。

� 令和８年度税額表１
国保税の年税額は次の医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分、子ども・子育て支援金分（①＋②

＋③＋④）の合計です。

◆医療保険分（医療費に要する費用に使用）

国保加入者×30,500円
均等割額

国保税の課税標準額×5.80％
所得割額

（課税限度額 66万円）
年額①＋ ＝

◆後期高齢者支援金分（後期高齢者医療制度の支援に要する費用に使用）

国保加入者×10,900円
均等割額

国保税の課税標準額×2.08％
所得割額

（課税限度額 26万円）
年額②＋ ＝

◆介護保険分（40歳から64歳までの介護保険第２号被保険者の方、介護保険の給付に要する費用に使用）

国保加入者のうち､第2号被保険者数×12,600円
均等割額

国保加入者のうち､第2号被保険者の国保税の課税標準額×1.84％
所得割額

（課税限度額 17万円）
年額③＋ ＝

２ ７

� 国保税算出例２
令和８年４月から令和９年３月までの12か月分の計算例です。
年度中に加入・脱退があった場合は、月割での計算となります。
○３人世帯の場合
Aさん 世帯主 43歳 給与所得460万円（給与収入630万円）－基礎控除43万円＝国保税の課税標準額417万円
Bさん 妻 42歳 不動産所得50万円－基礎控除43万円＝国保税の課税標準額7万円
Cさん 子 20歳 所得なし
Dさん 子 15歳 所得なし

○国保税の課税標準額 424万円＝417万円＋7万円

◆医療保険分（医療費に要する費用に使用）

4人×30,500円＝122,000円
均等割額

424万円×0.058＝245,920円
所得割額

367,900円
年額①＋ ＝

◆後期高齢者支援金分（後期高齢者医療制度の支援に要する費用に使用）

4人×10,900円＝43,600円
均等割額

424万円×0.0208＝88,192円
所得割額

131,700円
年額②＋ ＝

◆介護保険分（40歳から64歳までの介護保険第２号被保険者の方、介護保険の給付に要する費用に使用）

2人×12,600円＝25,200円
均等割額

424万円×0.0184＝78,016円
所得割額

103,200円
年額③＋ ＝

それぞれの区分で、均等割額と所得割額を足した後
で100円未満の端数を切り捨てます。 621,500円

合計（①＋②＋③＋④）
令和８年度の国保税額

◆子ども・子育て支援金分（子ども・子育て支援金制度の納付金対象費用に使用）

国保加入者数×1,900円
（18歳未満被保険者は全額軽減）

＋
18歳以上の国保加入者数×100円

均等割額

国保税の課税標準額×0.30％

所得割額

（課税限度額 3万円）

年額④

＋ ＝

◆子ども・子育て支援金分（子ども・子育て支援金制度の納付金対象費用に使用）

3人×1,900円＝5,700円
3人×100円＝300円

均等割額

424万円×0.003＝12,720円

所得割額

18,700円

年額④
＋ ＝

◎ 特定健診のお知らせ

生活習慣病の予防には、メタボの予防・早期発見が大切です。
年に一度、特定健診を受診して自身の健康管理をしましょう。
� 対象者１

調布市国保に加入中で令和８年度に40～74歳になる方
対象者には、受診券等を郵送します。

ア 令和８年４月２日以降に国保に加入された方には受診券が送付されません。受診を希望する方は、受
診券をお送りしますので、�の受診期間内に保険年金課 特定健診担当（℡ 050－1720－3706）ま２
でご連絡ください。
イ 令和８年度中に75歳以上になる方には、後期高齢者医療係から後期高齢者健診の受診券を郵送いた
します。受診券は、がん検診等（胃がん・大腸がん・結核検診）受診券の左下に印字してお送りします｡
(オレンジ色の文字の細長い封筒が届きます｡)

� 受診期間２
受診期間は誕生月によって異なります。期間内に受診してください。

誕生月
４・５・６月生
７・８・９月生
10・11・12月生
１・２・３月生

受診期間
５～８月
７～10月
９～12月
11～２月

あなたに１つ。 お薬手帳｡
・お薬の飲み合わせによるリスクや重複投薬を防ぎます。
・医療費の削減につながります。
・災害時や急病時に服用歴を伝えることができます。

◆お薬手帳は一冊にまとめ、病院・薬局で必ず見せましょう。
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国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康康保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税税のののののののののののののののののののののののののおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知らららららららららららららららららららららららららせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせ

１ 国民健康保険について
国民健康保険制度は、病気やけがをした時などに安心して医療を受けられるよう、加入者が国民健康保険税

（以下「国保税」という｡）を出しあって、医療費を支えあう社会保障制度です。
財政運営の責任主体である都道府県とそれぞれの市区町村が一体となって運営することにより、制度の安定

化をめざしています。
併せて、保険税率等については、都道府県から提示される「標準保険料率」等を参考にして、市区町村が税

率や均等割額を決定し、賦課・徴収を行います。

１

２ 令和８年度の改正点
� 子ども・子育て支援金分の創設１

令和8年度からすべての医療保険において、新たに子育て支援のための財源として「子ども・子育て支援
金」の賦課・徴収が開始されます。
国民健康保険では、従来の医療保険分・後期高齢者支援金分・介護保険分に加え、子ども・子育て支援金

分が合算されます（具体的な計算方法はＰ２、制度概要へのリンクやお問合せ先はＰ７をご覧ください)。
◆均等割額：次の①と②の合算額です。
①均等割額：1,900円
②18歳以上均等割額：100円
ただし、18歳未満被保険者（当該年度において18歳に達する日以後の最初の３月31日以前の方（高校
生年代までの方））は、子ども・子育て支援金分の均等割額が全額軽減されます（①及び②はかかりま
せん)。

◆所得割額：国保税の課税標準額×0.30％
◆課税限度額：３万円

� 均等割額・所得割税率・課税限度額の改定２
調布市の国民健康保険事業は、加入者一人当たりの医療費が増加傾向で推移し、慢性的な財源不足が生じ

ています。
令和8年度は、前回改定を行った令和5年度から3年が経過することから、調布市国民健康保険運営協議会

の答申を踏まえ、5％規模の税率（税額）改定及び課税限度額の改定を実施し、財政の健全化を進めます。

医療保険分
後期高齢者支援金分
介護保険分

均等割額 所得割税率
Ｒ７年度

� 低所得世帯の均等割軽減のための判定所得の引上げ３
均等割額の軽減対象世帯の拡充を図るため、軽減判定所得の算定基礎となる被保険者1人当たりの基準額

を引上げます。

課税限度額
Ｒ８年度

改定内容

29,000円
10,300円
12,000円

30,500円
10,900円
12,600円

Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度
5.52％
1.98％
1.75％

5.80％
2.08％
1.84％

66万円
26万円
17万円

65万円
24万円
17万円

※介護保険分の課税限度額は前年度から変更ありません。

５割軽減
令和７年度
令和８年度

43万円＋(30万５千円×被保険者数）＋10万円×(給与所得者等の数－1)
43万円＋(31万円 ×被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1)

２割軽減
令和７年度
令和８年度

43万円＋(56万円×被保険者数）＋10万円×(給与所得者等の数－1)
43万円＋(57万円×被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数－1)

◆ お問い合わせ先
◇ 国保税の課税の内容・保険の切替

保険年金課 資格課税係 ℡ 050－1720－3706
（電話自動音声案内。24時間受付）

◇ 納付相談・口座振替
納税課 ℡ 042－481－7214～7220

◆ 調布市ホームページ
https://www.city.chofu.lg.jp/


